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a や共変量 X がリスク期間中に変化することを許
容している点も通常のロジットモデルとは異なる。
係数 bk は、共変量 Xk がハザード確率のロジット
に与える効果を意味している。ただし、離散時間
ロジットモデルでは、係数 bkは共変量 X k のリス
ク期間を通じた平均的な効果を表していることに
留意する必要がある 3)。また、時間変数 at は、ベ
ースライン・ログオッズ（baseline log odds）とし
て解釈される。ベースライン・ログオッズは、す
































































































① PA（t）/PC（t）が PB（t）に依存しない 
② PB（t）/PC（t）が PA（t）に依存しない 
 
 ①の関係が成立する時、イベント B が起こらな
いという条件の下でイベント A の生起確率が、イ
ベント B の生起確率から独立である（A は B から
条件付きで独立）。また、②の関係が成立する時、
イベントAが起こらないという条件の下でイベン
ト B の生起確率が、イベント A の生起確率から独
立である（B は A から条件付きで独立）。IIA が成
立する時、条件付きでイベント A とイベント B の
決定要因が独立と考えられるため、離散時間多項
ロジットモデルを適用することができる。 
 競合するイベントの条件付き生起確率に IIA が
成立するか否かをより直接的に検証し、かつ IIA
が成り立たない場合でも偏りなくパラメーターを
推定する方法が、第 3 の選択肢である SURF モデ
ルである。SURF モデルでは、間接的にではある
が、イベント A とイベント B の非観察要因 
（Shared Unmeasured Risk Factors）に相関があるか
否かを統計的に検定することができる（Hill et al. 
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 Stmi は、説明変数の分散によって説明される部
分 tmim X'*β と誤差分 εtmi とに分けられる。式（2）







て、Stmi が St0i を超えると最も潜在的イベント生起
傾向が高いイベントが生起する。 
 簡略化のため、ここで競合するイベントが 2 つ
であるとする。誤差項 ε tmi に極値分布を仮定する
と、これがイベント間で独立である場合に IIA が
成立し、離散時間多項ロジットモデルを得る。 
しかし、ε t0i は他の 2 つから独立であるが、ε t1i 




















ある。SURF モデルでは、非類似係数（index of 
dissimilarity）ρ を説明変数の係数と同時に推定す
る。ε 1 と ε 2の相関係数は（1 – ρ 2）として表され
る。したがって、ρ が 1 の時は競合イベントの非
観察要因には相関がない、つまり IIA を仮定でき
ることを意味する。また、ρ の標準誤差もモデル
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（Hill et al. 1993）。この時、z1と z2の係数として
算出されるのが ρ の推定値である。ρ は z1 と z2 の
どちらを用いても全く同じ値を示し、理論的には




 ⑤ ④で得た分析結果では ρ が 0 であるという
帰無仮説に対する P 値が示されている。しかし、







る点がある。第 1 に、2 段階推定による SURF モ
デルでは、競合するイベントの非観察要因の相関
はリスク期間を通じて一定と仮定されている













されている（Hill et al. 1993）。また、この仮定が満
たされない場合には、ρ の推定値が 1 に近づく傾
向があるため、ρ が 1 と有意に異ならない場合に
おいても、競合するイベントの非観察要因に相関
がある可能性が高いことが指摘されている（Hill 





















 最後に、ρ が統計的に有意に 1 よりも小さい場













 分析には、財団法人家計経済研究所が 1993 年か
ら実施している「消費生活に関するパネル調査」
（JPSC）の第 1 年度から第 16 年度までの個票デ
ータを用いる。分析の対象は、1959～69 年生まれ
のコーホート A、1970～73 年生まれのコーホート
B、そして 1974～79 年生まれのコーホート C の未
婚女性計 1,226 人である。コーホート B はパネル
5からコーホートCはパネル 11からの追加サンプ
ルである。このうち説明変数に欠損値があるサン
プルを除外し、あわせて 1,157 人（コーホート A：
432 人、コーホート B：281 人、コーホート C：444
人）を分析サンプルとして用いた。なお、各コー
ホートにおいて結婚年齢が大きく異なることがな




















年齢（歳） 未婚 結婚 脱落 合計
24-25 n 235 23 33 291
% 80.8 7.9 11.3 100.0
25-26 n 400 47 46 493
% 81.1 9.5 9.3 100.0
26-27 n 485 76 57 618
% 78.5 12.3 9.2 100.0
27-28 n 509 73 52 634
% 80.3 11.5 8.2 100.0
28-29 n 487 65 55 607
% 80.2 10.7 9.1 100.0
29-30 n 452 49 46 547
% 82.6 9.0 8.4 100.0
30-31 n 381 33 29 443
% 86.0 7.5 6.6 100.0
31-32 n 321 29 22 372
% 86.3 7.8 5.9 100.0
32-33 n 264 28 19 311
% 84.9 9.0 6.1 100.0
33-34 n 217 10 20 247
% 87.9 4.1 8.1 100.0
34-35 n 177 10 11 198
% 89.4 5.1 5.6 100.0
合計 n 3,928 443 390 4,761























変数 カテゴリー 平均 標準偏差
従属変数 結婚 0.09 -
脱落 0.08 -





コーホート コーホートA 0.40 -
コーホートB 0.28 -
コーホートC 0.32 -










年収 年収（万円） 261.77 131.78
年収ゼロダミー 0.03 -
親との同別居親と別居ダミー 0.18 -
都市規模 14大都市居住ダミー 0.31 -















35 歳までを 2 歳間隔で区切り（最後の年齢階級は
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図表-3 離散時間ロジットモデルならびに SURF モデルによる結婚のハザード確率の推定結果 
β βi β1 β2
年齢ダミー（対： 26～28歳）
24～26歳
-0.350 ** -0.381 * -0.151 -0.063
28～30歳
-0.197 -0.218 -0.140 -0.090
30～32歳
-0.470 *** -0.099 -0.440 *** -0.417 ***
32～35歳
-0.632 *** -0.370 -0.473 *** -0.387 **
コーホート（対：コーホートA）
コーホートB
-0.170 -0.488 ** -0.015 0.098
コーホートC
-0.332 *** -0.783 *** -0.007 0.174
学歴（対：高校卒以下）
専門学校卒 0.094 0.300 -0.008 -0.078
短大・高専卒 -0.149 0.276 -0.224 * -0.288 **
大学・大学院卒 -0.226 0.086 -0.275 ** -0.295 ***
職業（対：常勤雇用）
非常勤雇用・自営・自由業 0.185 0.302 0.086 0.016
無職 0.869 *** 0.991 *** 0.513 ** 0.284
Ln（年収） 0.338 *** 0.512 *** 0.174 0.055
年収ゼロダミー -1.380 *** -1.855 *** -0.591 -0.161
親との同別居（対：親と同居）
親と別居 -0.077 -0.550 *** 0.172 0.299 **
都市規模（対：その他の市 /町村）
14（13）大都市
-0.275 ** -0.205 -0.208 ** -0.161
結婚意欲（対：なし）
あり 1.980 *** 1.881 *** 1.150 ** 0.714 **
z1
*1
- - 0.232 ** -
z2
*1
- - - 0.232 **
定数 -5.449 *** -3.887 *** -3.355 ** -2.455 ***
person-year数 4,761 833 4,761 4,761
カイ2乗値 165.279 113.751 107.286 107.286
自由度 16 16 17 17
* p<.1; ** p<.05; *** p<.01
*1: z1およびz2においては、係数が1と有意に異なるか否かの片側検定を行い、p値を算出した。
結婚ハザード 結婚(対：脱落） 結婚ハザード 脱落ハザード
離散時間ロジットモデル SURFモデル





































 図表-3 の第 2 列から第 4 列では、SURF モデル





0、結婚を 1 とするロジットモデルを行っている。 




















検証するため、図表-3 の第 1 列と第 3 列のパラメ
ーターを比較する。年齢の効果については、SURF
モデル（第 3 列）では 24～26 歳ダミーの係数が、
通常モデル（第 1 列）と比べて弱まり、統計的な
有意性を失っている。同様に SURF モデルでは、
コーホートB とコーホート C の係数がより 0に近
い値を示しており、35 歳までの結婚ハザード確率
にコーホート差はないとの結論を得ている。脱落
の結婚に対する生起確率（第 2 列）が 24～26 歳や

































































































































6) しかし、実際の分析においては、ρ の推定値が 0 
<ρ≤ 1 の範囲を超えることは頻繁に起こりうる。ρ の
推定値が統計的に有意に 1 より大きいか、0 より小さ
い場合には 2 段階推定の妥当性に問題があると考え
られ、その結果は信頼できない（山口 2002）。 
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